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ア ヴァーチ・ジョンソン 効果を検証するため 

の方法のうち 現在まで一般的であ った方法は， 

生産関数の傾きと 投入財の価格 比 とを 上ヒ駁 して， 

バイアスが発生したかどうかを 検証する方法で 

あ る・ しかしながら ， それらの方法は 生産関数 

の推計にどれだけ 成功するかに 大きく依存して 

しまうという 問題を持つことが 知られている． 

したがって， たとえバイアスを 観測できたとし 

ても， そのバイアスを ア ヴァーチ・ジョンソン 

効果によるものと 同定するためには ，生産関数 

の 推計誤差の影響を㎜ 視できるほどに 取り除く 

ことができたということを 前提としなければな 

らない． この論文の目的は ，生産関数の 推計誤 

差に対して頑健な ア ヴァーチ・ジョンソン 効果 

の 一つの検証方法を 提示することにあ る． ここ 

で紹介される 方法は，確率的生産フロンティア 

を仮定して推計された 技術非効率の 尺度を媒介 

とするものであ る．技術非効率の 推計量は生産 

関数のパラメー タの 推計量における 誤差にそれ 

ほど影響されないという 性質 (To 「㎡ 1992a) 

を用いて，技術非効率の 推計量と資本装備比率 

との相関関係から ア ヴァーチ・ジョンソン 効果 

の 存在を検証する． 以下第 1 節ではこれまでの 

検証をごく簡単にレビュー し ，第 2 節で検証方 

法を提示し，第 3 節において日本の 製造業にお 

いて役人材配分非効率の 存在を検証する． 

1. アヴァーチ・ジョンソン 効果 

ア ヴァーチ・ジョンソン 効果とは，公正報酬 

率規制が適用されているとき ，規制された 企業 

ン 効果と技術非効率 

H 万 口 夫 

の 行動が資本を 過剰に使用する 方向にバイアス 

する傾向を いう (Averch and Johnson 1962). 

この効果は， 公正報酬率規制のもとでの 企業の 

利潤極大化行動をモデル 分析することによって 

導き出されている． 公正報酬率規制の 下での条 

件付き利潤極大化問題 : 

Max Ⅸ L,,K)-wL-iK   
subject@to@R(L ， K)=wL-rK 

K 投下される資本 L 掻木以外の投入 

Ⅱ K に対するコスト w:L に対するコスト 

r 公正報酬率 圧 収入関数 

の解 RK/Rl-=i/w-@/(lJl) (r-i)/w  (A : ラグラ 

ンジェフン ) は，効率的な 技術が選択された 場 

合の解， RK/RT 二 Ⅴ w と比較すると 一般的に小 

さい・ この関係は，投入射比率の 決定や新規 投 

姿 をおこなう際の 技術の選択にあ たって，資本 

財の限界出産力が 過大に評価されることを 示し 

ている． その結果，資本財の 投入も過大になる   

さらに，規制される 企業が複数の 財を産出して 

いる場合において ア ヴァーチ・ジョンソン 効果 

が存在する場合には ， 産出が資本使用的な 財に 

かたよることも 知られている． したがって， 被 

規制産業で需要にピーク・オフピークの 差があ 

る場合にも，資本使用的なピーク 時の需要を制 

限 するピークロード 価格の導入に 消極的になる 

ことが懸念される (Wel 帖 z 1963, Bailey l972 

等 ). 

アヴァーチ・ジョンソンの 命題は規制政策の 

効果に根本的な 疑問を投げかけ ，多くの研究者 

の議論と実証研究を 喚起した． 1, ア ヴァーチ・ 
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- ジョンソンの 原型のモデルは ，規制の実態を ノ、 

ずしも忠実には 反映していないものであ った． 

そのため， ア ヴァーチ・ジョンソンに 対する批 

判は，現実の 規制に即した 形でモデルの 前提を 

調整していった 場合，彼等の 命題がどの程度頑 

健 なものであ るかということに 集中した、 たと 

えば，動学的な 規制の さグ を考え，今期の 制約 

となるのは今期の 報酬率に対する 制約ではなく   

前期の報酬率を 与えられた水準に 決定する価格 

水準であ るというモデル や ，報酬率の多少の 変 

動によっては 価格の変更はおこらないが ，あ る 

上限ないしは 下限の報酬率を 超えると価格の 修 

正 が要求されるという ， トリガ 一 となる報酬率 

の存在を仮定したモデル 等があ る・また，企業 

の 目的関数を利潤ではなく 収入や産出量とした 

場合や，需要に 不確実性を導入した 場合などが 

考察されている・ 多くの場合に ，ア ヴァーチ・ 

、 ジョンソンの 命題は，前提に 大きく依存する 命 

題 であ り，広く適用されることが 可能な命題で 

はないことが 主張されている． 

それらの理論的な 分析とならんで ，多くの実 

証研究も試みられてきた・ Spann (1974) は米 

国の非水力の 発電産業にトランスロバ 型の生産 

関数を適用した．彼は ，資本に対する 支払の総 

収入に対するシェア 関数の推計において ，公正 

報酬率規制の 効果が観測されるか 否かによって ， 

ア ヴァーチ・ジョンソン 効果を検証した． すな 

わち， シェア関数を : 

( Ⅸ /PQ)=bl +b2log(K)+b3l0g(F) 

+b4l0g(L)+A (rK/PQ) 

という形で推計し 仮説 H : 九二 0 を検定した． 

ただし ここで F は燃料投入を 表している． 

推計は利潤最大化行動の 検定と s ㎞ ultaneous 

に行われ， ア ヴァーチ・ジョンソン 効果の存在 

に 対し肯定的な 結果が報告されている・ただし 

利潤最大化については 事業所データについての 

み 肯定的であ るとされている． 

Courv Ⅱ Ie (1974) は同じ米国発電産業にコ 

ブ・ダバラス 型生産関数を 適用し効率的な 技 

術が採用されているか 否かを，直接に 利潤最大 

北条件を推計することによって 検証した．すな 

わち， QK/QF= げ q が満たされているかどうか 

を検定し統計的に 有意な最適条件からの 乖離 

の存在を検証している・ただし q は F の投入 

に対するコストをあ らわしている． NelSon 

andWohar (1983) はやはり米国非水力発電に 

トランスロバ 生産関数を適用し 全要素生産性 

(TFP) の変化に規制に よ るバイアスが 観測さ 

れるか否かを 検定した・全要素生産性の 増分を ， 

技術変化と規模効果そして 規制に よ るバイアス 

をあ られす変数に 重回帰分析を 行い，規制に よ 

るバイアスの 発生に対して 部分的に肯定する 結 

論を報告している・ 一方， McKay (1976) は 

発電産業の事例において ，適切な効率性の 尺度 

と フロンティア 生産関数の概念を 用いるならば ， 

ア ヴァーチ・ジョンソン 効果は観測されないと 

している・ 日本における 研究は数少ないが ， 

Tawada, M. and S. Katayama (1990) は日本 

の 電力産業の企業 デ一 タに コブ・ダバラス 型 生 

産関数を適用し 否定日りな結論を 報告している． 

これらの実証研究においてそれぞれの 研究者 

が特に苦心しているのは ，投下資本量の 推計作 

業であ る・ Spann は簿価による 評価のほかに 

発電容量を用 い ， CouvilI 。 は土地部分を 簿価か 

ら控除し Nelson"ndWoher は税率，償却， 

投資促進税割戻しなどを 調整した Ch,isten,en 

andJo,genson (1969) に よ る資本指標を 用い 

た ・ また TawadaandKatayama は稼働率を推 

計の上で調整している． 

2. 技術非効率と ア ヴァーチ，ジョンソン 効果 

前節において 概観したように ， ア ヴァーチ・ 

、 ジョンソン効果の 実証研究は，それぞれ 細部に 

おいては異なった 方法をとっているが ， どの方 

法も生産関数の 傾きと投入財の 価格上 ヒ とを比較 

して，バイアスが 発生したかどうかを 検証して 

い ることには遠いがな い ・ したがって，たとえ 

バイアスを観測できたとしても ，それがはたし 

て ア ヴァーチ・ジョンソン 効果に よ るものなの 

か，それとも 生産関数および 価格データの 推計 
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に 失敗したのかの 区別は難しい．多くの 分析が 

採用しているトランスロバ 型の生産関数は ，生 

産関数としては 制約が少なく ，一般的であ るこ 

とが知られているが ，正確な係数を 得るために 

の 投入 財 配分非効率にほかならない． 

生爪 又 l 技術非効率 + 投入 財 配分 非 効率 

は 要素シェア等の 付帯的な情報が 必要であ り， 

精度の高い係数を 得ることは一般的に 難しい． 

またバイアスの 発生を検証できなかったとして 

も，推計方法に 問題があ り推計値の分散が 大き 

くなってしまい ，単に検定できなかったっただ 

けなのかもしれない・ 他にピーク， オフピーク 

の差が激しい 産業では最適化されるべき 資本の 

定義に問題があ るかもしれない． 

ここでは，資本量や 生産関数の推計の 精度に 

大きく依存せずに ， ア ヴァーチ・ジョンソン 効 

果の存在を検証する 方法を提示する． ここで紹 

介する方法では ，企業の利潤最大化行動が 望ま 

しいものからどの 程度乖離しているかを 直接測 

ることはしない・ 企業自身でさえも 各 投入射 は 

対する実質的なコストを 正確に把握することや 

生産関数の勾配を 認識することは 非常に難しい 

であ ろう・代わりに 技術効率性の 概念を用いて ， 

ア ヴァーチ，ジョンソン 効果が存在する 場合に 

どのような現象が 観測されるかということを 予 

測、 検定することにより ， この効果の存在を 間 

接的に検証する 方法をとる． 

Farrell (1957) による技術非効率の 定義は， 

図 1 にみられるようなフロンティア 生産関数か 

らの乖離によっている．彼は 他に所与の投入財 

の価格上 ヒの 下で最適な組合せを 選択しでいない 

時， 投入 財 配分非効率 (AllocatiVe-input 

IneffIciency) が存在すると 定義したが，技術 

非効率は，それとは 異なる概念として 提示され 

ている・ アヴァーチ・ジョンソン 効果の検証を 

おこなった多くの 文献では， この両者の非効率 

の 概念を分別せずに 技術非効率と 呼んでいるこ 

とに注意せねばならない・ ここでは，両者の 区 

分が ア ヴァーチ・ジョンソン 効果の検証に 重要 

な役割を果たすので ， Farrell のオリジナルな 

定義に沿った 用語を採用する． この用法にした 

がえば， ア ヴァーチ・ジョンソン 効果とは一つ 
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図 1  技術非効率と 投入 射 配分非効率 

生 - 産 関数が homothethic であ る場合， 投入 

財の価格比率が 何らかの値に 与えられると ， 生 - 

彦規模によらず ，投入財の最適な 投入比率が - 

意に定まる・ ここでもし役人材配分非効率が 

なく，技術非効率のみが 存在したとした 場合に 

は ，選択される 投入財の役人上 ヒ 率には系統的な 

バイアスは存在しないだろう・ 当然，すべての 

事業所が一定の 投入比率を達成できるというわ 

けではなく，経済変動や 観測誤差等のノイズに 

よる ち らばりを示すであ ろうが， これらのちら 

ばりは最適な 水準のまわりに 対称的な分布を 示 

すと思われる． 

図 2 がこの関係を 示している． 図で縦横雨 軸 

は 2 種の投入財の 投入量を示し 閉曲線はフロ 

ンティア生産技術が 用いられた場合に ， 所与の 

生産財の需要曲線及び 投入財の価格のもとで ， 

公正報酬率を 達成する投入財の 組み合わせを 示 

している． どのような非効率も 存在しない場合 

には，投入財の 価格比率を示す 斜めの直線と 閉 

曲線の交点が 選択されるが ，技術非効率が 存在 

する場合には ， 閉曲線の内側に 投人材価格比率 

を示す直線にそって 操業レベルが 移動する．非 

効率であ るほど投入財の 投入量が減少している 

が ， これは生産量が 減少し生産財の 供給価格が 
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図 2  技術非効率の 存在と投入財の 投入比率 

上昇していることに 対応している． 

ここで ア ヴァーチ・ジョンソン 効果が存在し 

ている場合，すなわち 企業が図 2 の閉曲線のも 

とでもっとも 効率的な投入射上 ヒ 率を選択せず ， 

利潤の絶対額を 最大化している 場合を考える． 

ア ヴァーチ・ジョンソンモデルでは 現実の資本 

コストが公正報酬率を 下回るため，投下資本 量 

が 大きいほど公正報酬率と 資本コストとの 差額 

を利潤として 実現できる． したがって， 図 2 に 

おいては 被 規制企業は閉曲線上で 最も東側に位 

置する 点 ，すなわち図において 閉曲線と水平線 

との交点を選ぶ ，技術非効率が 存在している 場 

合には，やはりこの 水平線にそって 閉曲線の内 

側に，選択される 点が後退する・ 

アヴァーチ・ジョンソン 効果が存在する 場合 

には，図からも 明らかなように ，技術非効率に 

よる効率性のちらばりが 新たな投入射配分非効 

率の原因となる．すなわち ， もし同じ水準の 技 

術非効率が存在すると 仮定すると， ア ヴァー 

チ・ジョンソン 効果が存在する 場合には，存在 

しない場合に 比べて観測される 投入射比率のち 

らばりは大きくなる・ また，技術非効率は 半正 

規分布等の魚の 歪度を持った 分布を持つと 考え 

られるので，観測される 投入財の投入比率にも 

歪みが観測されると 予想される． 

Torii (1992a) よると日本の 製造業には， 平 

均 31% 程度の技術非効率の 存在が観測されて ぃ 

る (Pp.54-8). したがって ，ア ヴァーチ・ジョ 

ンソン効果が 存在する場合には ，技術非効率を 

原因とする投入 財 配分非効率の 存在を期待でき 

る ，以上の考察に よ り ， 次の命題を提示するこ 

とができよう   

仮説 : ア ヴァーチ・ジョンソン 効果が存在す 

る 場合には，技術非効率の 大きさと資本装備 比 

率 のちらばりの 大きさの間に 正の相関があ る   

ア ヴァーチ・ ジ， ンソン効果がなく 最適な資本 

装備比率が平均的に 達成されている 場合には， 

相関関係は認められない   

Farrel (1957) に見られるように ，技術非効 

率の概念はフロンティア 生産関数にともなって 

定義されるものであ る． したがってその 水準の 

推計にあ たっては生産関数の 推計を避けること 

はできない・ しかし幸いなことに 技術非効率 

の水準の COLS (co,,e,ted OLS) 推計量は， 

生産関数のパラメ 一タの 推計誤差の影響を 受け 

難く， この意味で頑健な 推計量であ ることが知 

られている (To 「 hi l992a, pp. 45 づ ). したが 

って ， ア ヴァーチ・ジョンソン 効果の検証にあ 

たって今までの 検証方法が持っていた 技術的な 

困難を回避することができる． 

この報告の以後の 部分では，上記の 仮説を検 

証している・ 分析は本来であ れば，公正報酬率 

規制を受けている 産業において ， K/L の産業 

内の標準偏差の 大きさを推計し 規制されてい 

ない産業の平均値と 比較し さらに K/L の分 

布の歪 度 にも差が生じていないか 上ヒ校 するとい 

ぅ 検定であ るべきであ る． しかしながら ，校規 

制産業においての 技術非効率の 計測は，いまだ 

途にっ い たばかりであ るので， 以下の分析はお 

もに， ア ヴァーチ・ジョンソン 効果を， なんら 

かの規制を ぅ けている産業において 発生してい 

る投入 財 配分非効率と 拡大解釈し命題を 製造 

業一般において 検定している． 
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3.  製造業の規制と 投入射配分非効率 

この節では，製造業のうちなんらかの 規制を 

受けている産業について ，投入 射 配分非効率が 

発生しているか 否かが分析されている．図 3A 

は ，規制の存在する 産業について ，図 3B は， 

規制の存在しない 製造業について ，それぞれ技 

術非効率の水準と 投入財の投入上ヒ 率 との相関関 

係を示している・ 技術非効率の 水準は Torn 

(1992a) で計測された ou 推計量を用い ，また 

規制の有無は 独禁 懇 資料によ っている                 

り，規制のない 産業でも技術非効率の 水準と投 

入比率との分散の 間には弱い正の 相関関係が存 

在すること， しかしながら 規制の存在する 産業 

においてこの 変数間の正の 相関関係が顕著であ 

  ることが明かであ る．   
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図 3A  規制の存在する 製造業の技術非効率水準と 
(K/,L) の分散の相関関係 

  ・ 94a0a                                                                                   
    
  

キ @   
  z ヰ 申 さ   
  申 手   

      ヰ @ 
Ⅰ ヰ     
      ヰ ヰ 

0.50890                                                                                                         
  Ⅰ ヰ 十     
2 2 Ⅰ @ 十 * 
2 ナ     

*@ *   
寺 Ⅰ 

  
  

    
o. o6 g Ⅰ 2 +--- 一一一 - 一一一 -- 一一一 --- ト 一一一一 --------- 一 ----+ 

  Ⅰ． g67s6   
資本 装億 比率の分 倣 

図 3B  規制のない製造業の 技術非効率水準と (K/L) 
の 分散の相関関係 

Torii(1992a, Table  2-11) によれば，次の 回帰 

式 で示されるとおり ，規制の存在と 効率性は負 

の 相関を持っている   

技術効率性 = コアモデル ー 0.049b 規制ダミー 
(2.42) 
  
R2:0.374@ N:116 

技術効率性 = コアモデル ー 0.491,( 関税 十 補助金 ) 
(2.94) 

  
R2:0.373@ N:114 

ただし回帰係数の 下の括弧内はⅠ値を 示し添 
字の a は両側検定で ¥% 有意であ ることを b は 

5% 有意であ ることをそれぞれ 示している． こ 

れらの回帰式から ，本来規制の 存在する産業で 

は 技術非効率に よ る分散が大きいことがわかる   

したがって。 ア ヴァーチ・ジョンソン 効果が存 

在すると，規制によって 発生した技術非効率が 

投入財の投入比率の 分散をさらに 拡大する原因 

ともなると思われる．以下では 仮説を重回帰 分 

析 によって検証する・すなわち ，投入 財 の投入 

比率の分散を 回帰 式 における 被 説明変数とし 

この分散の大きさを ア ヴァーチ・ジョンソン 効 

果 による技術非効率の 大きさおよび 対称的擾乱 

の大きさ， さらに規制の 有無によって 説明を試 

みている，対称白 9 擾乱 項も，アヴ 了一チ・ジョ 

ンソン効果が 存在する場合には ，技術非効率と 

同様に投入比率の 分散の増大にあ らわれる投入 

財 配分非効率を 引き起こすものと 思われる． 検 

証する仮説は ，規制の存在によって 技術非効率 

の水準と投入財の 投入比率の分散との 相関が強 

くなるというものであ る・ したがって，技術 非 

効率の大きさと 規制 ダミ 一の積によって 新たな 

変数 ( 以下の DSDU Ⅰ を作り，相関関係の 変化 

を 検証することになる・すなわち ，規制の - 存在 

する産業においての ，技術非効率の 大きさと 投 

大 財 配分非効率の 大きさの相関関係の 増分を推 

許 している   
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投入射配分非効率と 技術非効率の 大きさとの相関に 与える規制の 役割 
注 :ASDKL : (K/L) の標準偏差 SDU : 技術非効率の 大きさ SDV : 対称的擾乱 項 

DREG  : 規制ダミー DSDU  :SDU*DREG  R2 : 決定係数   
R2 : 自由度調整済み 決定係数 N : サンプル数 括弧内は上値 

ASDKL 二 1.696 +5.393@ SDV RZ=  0.0395  一 R2 二 0.0303 
(2.068) N  二 106 

ASDKL Ⅰ 0 ． 713 +4.429@ SDU R@O ・ 0791@R2=0.0702 
(2.988) N  二 106 

ASDKL  二 0 ． 999 +3.051@ SDU +3.114@ DREG R2 二 0 ． 2269  一 R,2 二 0.2119 
(2.180) (4.438) N=106 

ASDKL  三 一 2.054  千 5.61l  SDU  十 7.889  SDV R2 二 0 ． 1580  一 R2=  0 ． 1416 
(3.807) (3. Ⅰ 06) N  臣 106 

ASDKL  Ⅰ 2.504 +6.311@ DSDU R2 二 0 ． 3376  一 R2=  0 ， 3312 
(7.280) N=106 

ASDKL  二 1.670 +@6.127@ DSDU@ +3.177@ SDV R2 二 0.3510  一 R2 二 0,3384 
(1.459) N  二 106 

ASDKL  ニー 0.968 (7.031) +4.054 SDU  +  2.71l  DREG  +  5.504  SDV  R2 二 0.2628  一 R2 二 0.2412 
(3.809) (2.229) N  二 106 

ASDKL 二 0 ． 221 (2.805) +5.513@DSDU  +  2.172  SDU  +  4.365  SDV  R2=  0.3656  一 R, 二 0.3469 
(5.778) (1.533) (1.900) N  二 106 

これらの回帰式から 明らかな 26 に，予測され 効率が存在しないことを 排除できない   

た 技術非効率の 水準と投入財投入比率の 分散 と 次に， もう一つの仮説，すなわち ，技術 非効 

の正の相関，対称的擾乱 頃 との間の弱い 正の相 率による ち らばりは負の 歪度を持つため ，技術 

関 が観測される．特に 最後の回帰 式 で示される 非効率によって 引き起こされる 投入上ヒ率のちら 

よ う に 被 規制製造業において ，技術非効率の 水 ばりも負の歪度を 持つという命題を 同様な重 回 

準と 投入 財 比率との相関が 高く，投入射配分 非 帰 分析によって 検証する   

資本装備率の 分布の歪 度と 技術非効率の 大きさおよび 規制ダミーとの 関係 
注 : SKWKL : (K/L) 分布の歪 度   

SKWKL  三 一 0 ． 4728  千 0 ． 173  DREG R2=  0 ． 0085  一 R2 二 0 ， 0056 
(1.710) N 二 345 

SKWKL  =  一 0 ． 2498  一 0 ． 279  SDU R2 二 0.0083  一 R2 二 0,0014 
( 一 1.096) N  二 145 

SKWKL  三 一 0 ． 3503  一 0 ， 543  DSDU R2 二 0 ． 0485  一 R2 丁 0 ． 0418 
( 一 2.698) N  二 145 

SKWKL  艮一 0 ． 2579  一 0,204  SDU 一 0.234  DREG  R2 二 0 ． 0253  一 R2 二 0 ． 0116 
( 一 1.573) N==145 

SKWKL  艮一 0.3173  ( 一 一 0L526  0.790) DSDU  一 0.065  SDU  R2 二 0.0489  一 R2 二 0.0355 
( 一 2.459) ( 一 0.244) N  二 145 

これらの関係は 投入 財 比率の分散との 関係ほど 

頑健なものではないが ，第 5 番目の式が示す ょ 
4.  まとめ 

うに，予測された 校規制産業での 技術非効率の これまでの ア ヴァーチ・ジョンソン 効果の検 

大きさと投入上 ヒ 率の歪 度 との負の相関関係を 支 証は ，生産関数が 正確に推計されることを 前提 

持している   としていたため ，統計的検定に 多くの困難が 存 在した・ この報告では ， ア ヴァーチ・ ジ ン ソ 

ン 効果によって 発生する非効率を ， 一つの役人 


